



























































































































































































































































































































12 法学論集 84 〔山梨学院大学〕
─ 12 ─





































































































































































































































































































































































































































































28 法学論集 84 〔山梨学院大学〕
─ 28 ─
30）大判明治45年	月日民録18輯454頁。
31）大判大正年月28日民録19輯560頁、最判平成15年
月11日民集57巻
号815頁
など。ただし、両判決とも、719条の何項かおよび前段か後段かを明らかにして
いない。
32）大塚・前掲注17）48頁。
33）前田達明・前掲注）315頁。
34）大塚・前掲注17）48頁。
35）大塚・前掲注17）49頁。
36）大塚・前掲注）217頁。
37）この点平井・前掲注14）199頁は、項後段は関連共同性を欠く、競合的不法行
為に関するものであるとし、同209頁は、「医師につき独立に基本型不法行為の成
立が認められる以上、競合的不法行為と解し、減責の主張を認めるべきである。」
とするが、項後段の適用は弱い関連共同性がある場合に限るべきである。
38）三村・前掲注）240-241頁。
39）三村・前掲注）240頁。
40）前田達明・前掲注）286-287頁。
41）前田達明・前掲注）289頁。
42）川井健『民法概論（債権各論）［補訂版］』474頁（有斐閣、2010）。
43）最判昭和54年月30日民集33巻号303頁。
44）大塚・前掲注17）52頁。
45）大村敦志『基本民法 II 債権各論』255頁（有斐閣、2003）。
46）前田達明・前掲注）298頁。
47）窪田充見編『新注釈民法（15）債権（）』179頁（2017年、有斐閣）。
「分担型」における共同不法行為責任─原発事故賠償金の詐取事例を用いて 29
─ 29 ─
